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2018年7⽉12⽇ 2022年5⽉6⽇

（為替ヘッジ型）
（為替ノーヘッジ型）
（為替ヘッジ型/1年決算型）
（為替ノーヘッジ型/1年決算型）

コーポレート・ボンド・インカム
愛称︓泰平航路

平素は「コーポレート・ボンド・インカム（為替ヘッジ型）/（為替ノーヘッジ型）」（以下、当ファンド）をご愛顧賜り、
厚く御礼申し上げます。
さて、当ファンドは2022年5⽉6⽇に第156期決算を迎え、分配を⾏いましたので運⽤状況および今後の⾒通し等と
併せてご報告いたします。

第156期決算および分配⾦のお⽀払いについて

 分配対象額の範囲は、経費控除後の繰越分を含めた利⼦、配当等収益と売買益（評価損益を含みます。）
等の全額とします。

 分配⾦額は、委託会社が基準価額⽔準、市況動向等を勘案して決定します。

※本資料は「コーポレート・ボンド・インカム（為替ヘッジ型）／（為替ノーヘッジ型）／（為替ヘッジ型／1年決算型）／（為替ノーヘッジ型／1年
決算型）」のうち、「コーポレート・ボンド・インカム（為替ヘッジ型）／（為替ノーヘッジ型）」についてご説明するものです。

分配実績（1万⼝当たり、税引前）
（為替ヘッジ型）は、第93期決算（2017年2⽉6⽇）以降、毎⽉15円（1万⼝当たり、税引前）の分配を、
（為替ノーヘッジ型）は、第140期決算（2021年1⽉5⽇）以降、毎⽉35円（1万⼝当たり、税引前）の分配
を継続してきましたが、基準価額が下落傾向で推移したことや市況動向等を勘案した結果、今後も継続的な分配を
⾏うことを⽬指し、当期の分配⾦をそれぞれ10円、25円に引き下げることといたしました。

（注1）「対前期末基準価額⽐率」は、各期の分配⾦（税引前）の前期末基準価額（分配⾦お⽀払い後）に対する⽐率で、当ファンドの収益率とは
異なります。第1〜153期と設定来累計の欄は、それぞれの分配⾦累計（税引前）の設定時10,000円に対する⽐率です。

（注2）「騰落率」は税引前分配⾦再投資基準価額を基に算出したものであり、実際の投資家利回りとは異なります。第1〜153期の欄は、設定⽇から
第153期末までの騰落率です。

＜為替ヘッジ型＞

＜為替ノーヘッジ型＞

分 配 ⽅ 針

※上記は過去の実績であり、将来の分配を保証するものではありません。運⽤状況によっては分配⾦額が変わる場合、または分配⾦が⽀払われない場合
もあります。

第1〜153期 第154期 第155期 第156期 設定来累計
累計 2022/3/7 2022/4/5 2022/5/6 （2022/5/6まで）

8,640円 35円 35円 25円 8,735円
(86.4%) (0.5%) (0.5%) (0.3%) (87.4%)

90.2%

決算期

分配⾦
（対前期末基準価額⽐率）

騰落率
（税引前分配⾦再投資ベース）

82.2% -0.2% 2.9% 1.7%

第1〜153期 第154期 第155期 第156期 設定来累計
累計 2022/3/7 2022/4/5 2022/5/6 （2022/5/6まで）

5,085円 15円 15円 10円 5,125円
(50.9%) (0.2%) (0.2%) (0.1%) (51.3%)

-4.7% 21.5%-3.5%

決算期

分配⾦
（対前期末基準価額⽐率）

騰落率
（税引前分配⾦再投資ベース）

32.0% 0.0%
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（注1）変動要因の数値は、簡便法により⽉間の基準価額（1万⼝当たり）の
変動額を主な要因に分解した概算値の合計です。

（注2）四捨五⼊の関係上、合計が合わない場合があります。

• 2021年4⽉〜2022年3⽉の期間における基準
価額の変動要因をみると、（為替ヘッジ型）（為
替ノーヘッジ型）ともに債券のキャピタル（売買損
益等）がマイナスに寄与した⼀⽅、インカムはとも
にプラスに寄与しました。

• 為替は（為替ヘッジ型）がマイナス10円となった
⼀⽅、（為替ノーヘッジ型）は、⽶⾦利が上昇し
たことなどを受けて、⽶ドル⾼円安傾向が続いた
ことから、プラス745円となりました。

• また、お⽀払いした分配⾦は、基準価額の下落要
因となりました。

＜基準価額の変動要因＞
（2021年4⽉〜2022年3⽉）

※上記は過去の実績および当資料作成時点の⾒通しであり、当ファンドの将来の運⽤成果および市場環境の変動等を⽰唆あるいは保証するものでは
ありません。 ⾒通しは、今後、予告なく変更する場合があります。

基準価額の変動要因

• ⽶国では2021年から続くインフレ傾向を抑制するため、2022年3⽉に政策⾦利の引上げを決定しましたが、依
然としてインフレ懸念は根強く、今後も⾦利⽔準を引き上げるとみられます。しかし、市場の利上げ織込みが相当
程度進⾏していることから、上昇ペースは緩やかになると予想します。

• 社債スプレッド（⽶国社債利回りと⽶国国債利回りの差）は適正⽔準よりもやや拡⼤した⽔準にあるとみていま
す。地政学的リスクや社債供給圧⼒はあるものの市場は順調に消化できており、社債スプレッドは安定的に推移
すると予想します。

• ⽶ドル/円は、⽶国が⾦融引締めを加速させる⼀⽅で、⽇本は緩和政策を堅持していることから、⽶ドル⾼円安
圧⼒が継続する⾒通しです。インフレ懸念に対応した今後のフェデラルファンド（FF）⾦利引上げにより、ヘッジコ
ストは年率2%程度へ上昇していくと⾒込んでいます。

＜⽶国社債（⾼格付け）と⽶国10年国債の利回り＞

⽶国社債
（⾼格付け）

（2019年3⽉末〜2022年3⽉末、⽉次）
＜⽶ドル/円の推移＞

（2019年3⽉末〜2022年3⽉末、⽉次）

（注）⽶国社債（⾼格付け）は、ブルームバーグ⽶国投資適格社債インデックス（⽶ドルベース）を使⽤。
（出所）FactSet、Bloombergのデータを基に委託会社作成

市場動向について
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• 投資環境⾒通しをベースに、社債発⾏企業の信⽤⼒評価
や個別証券の投資価値に着⽬して、銘柄選択を⾏っていき
ます。ポートフォリオ全体の業種配分は安定業種を中⼼とし、
格付配分についてはA格以上を中⼼とします。

• 満期構成に関しては、残存4年〜10年の債券を中⼼に配
分し、デュレーションは6年前後を中⼼に調整していく⽅針で
す。また同時に、利上げ⾒通しの社債市場への影響を⾒極
めながら、利回り低下局⾯での社債売却、利回り上昇局⾯
での社債購⼊を⾏い、ポートフォリオの利回り向上を図る⽅
針です。  残存期間別構成

残存年数 6.8年

デュレーション 6.1年

＜ポートフォリオ概況（マザーファンド）＞
（2022年3⽉末現在）

※上記は、各組⼊銘柄の数値を加重平均した値です。
※デュレーションとは、⾦利がある⼀定の割合で変動した場合、債券

価格がどの程度変化するかを⽰す指標です。この数値が⼤きいほど、
⾦利の変動に対する債券価格の変化率が⼤きくなります。

（注1）上記は組⼊マザーファンドの純資産総額を100％として計算。
（注2）四捨五⼊の関係上、合計が100%にならない場合があります。

 ポートフォリオ概況

今後の運⽤⽅針について

（為替ヘッジ型）
（2009年5⽉29⽇（設定⽇）〜2022年5⽉6⽇）

※上記は過去の実績および当資料作成時点の運⽤⽅針であり、将来の投資成果および市場環境の変動等を⽰唆あるいは保証するものではありません。
今後、予告なく変更する場合があります。

※ファンド購⼊時には、購⼊時⼿数料がかかる場合があります。また、換⾦時にも費⽤・税⾦などがかかる場合があります。くわしくは8ページをご覧ください。

（為替ノーヘッジ型）
（2009年5⽉29⽇（設定⽇）〜2022年5⽉6⽇）

基準価額の推移

（注1）基準価額、税引前分配⾦再投資基準価額は、1万⼝当たり、信託報酬控除後です。
（注2）税引前分配⾦再投資基準価額は、分配⾦（税引前）を分配時に再投資したものと仮定して計算しており、実際の基準価額とは異なります。
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ファンドの特⾊
1. ⾼格付社債（⽶ドル建て、投資適格社債＊）へ投資します。

●コーポレート・ボンド・インカムマザーファンドへの投資を通じて⾏います。
●⼀部、⽶国企業以外の企業が発⾏する⽶ドル建投資適格社債や、⽶ドル建投資適格社債を対象としたETF（上場投資信託）、国
　 債、政府機関債等への投資を⾏うことがあります。
＊投資適格社債とは、主要格付機関による格付けが、BBB格相当以上の社債をいいます。

2. 投資対象とする債券の格付けは、A格相当以上を中⼼とし、業種配分等にも配慮します。
●通常A格相当90％以上（BBB格相当10％程度）の運⽤で信⽤リスクを抑制します。ただし、BBB格相当については20％まで投資で
　 きるものとします。
　・上記⽐率は実質組⼊債券評価総額に対する⽐率です。
　・上記の格付けは、原則としてS&P、ムーディーズ等の主要格付機関により付与された格付けとし、A格相当はA－/A3、BBB格相当は
　　BBB－/Baa3まで含めます。
　・取得後に、BBB－/Baa3格未満に格下げされた場合は、原則として3ヵ⽉以内に売却するものとします。
●業種配分については、信⽤リスクに配慮して、安定業種（電⼒、通信、運輸、⾷品および⽇⽤品等を供給する業種）を中⼼に投資しま
　 す。ただし、経済、市場環境等が変化した場合には安定業種の内容を変更する場合があります。
＊格付けとは、債券などの元本、利息⽀払いの確実性の度合いを⽰すものです。⼀般的に、格付けの⾼い債券ほど利回りは低く、格付けの
　 低い債券ほど利回りは⾼くなります。

3. （為替ヘッジ型）および（為替ヘッジ型/1年決算型）においては対円での為替ヘッジを⾏い、為替変動リスクを低減します。（為替ノーヘッ
ジ型）および（為替ノーヘッジ型/1年決算型）においては外貨建資産については、原則として対円での為替ヘッジを⾏いません。
●（為替ヘッジ型）および（為替ヘッジ型/1年決算型）においては、実質外貨建資産に対し原則として対円での為替ヘッジを⾏うため、
　 為替の変動による影響は限定的と考えられます。ただし、完全に為替変動リスクを回避することはできません。

4. （為替ヘッジ型）および（為替ノーヘッジ型）は毎⽉決算を⾏い、安定した分配を⽬指します。（為替ヘッジ型/1年決算型）および（為
替ノーヘッジ型/1年決算型）は年1回決算を⾏い、分配⽅針に基づき分配⾦額を決定します。
●委託会社の判断により分配を⾏わない場合もあるため、将来の分配⾦の⽀払いおよびその⾦額について保証するものではありません。
※「安定した分配を⽬指します。」としていますが、これは、運⽤による収益が安定したものになることや基準価額が安定的に推移すること等を
　　⽰唆するものではありません。また、基準価額の⽔準、運⽤の状況等によっては安定分配とならない場合があることにご留意ください。

※ 資⾦動向、市況動向等によっては、上記のような運⽤ができない場合があります。

投資リスク
基準価額の変動要因

●当ファンドは、値動きのある有価証券等に投資しますので、基準価額は変動します。したがって、投資者の投資元本は保証されているもの
　 ではなく、基準価額の下落により、損失を被り、投資元本を割り込むことがあります。
●運⽤の結果として信託財産に⽣じた利益および損失は、すべて投資者に帰属します。
●投資信託は預貯⾦と異なります。また、⼀定の投資成果を保証するものではありません。
●当ファンドの主要なリスクは以下の通りです。

■ 債券市場リスク
内外の政治、経済、社会情勢等の影響により債券相場が下落（⾦利が上昇）した場合、ファンドの基準価額が下落する要因となります。ま
た、ファンドが保有する個々の債券については、下記「信⽤リスク」を負うことにもなります。
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投資リスク
■ 信⽤リスク

ファンドが投資している有価証券や⾦融商品に債務不履⾏が発⽣あるいは懸念される場合に、当該有価証券や⾦融商品の価格が下がった
り、投資資⾦を回収できなくなったりすることがあります。これらはファンドの基準価額が下落する要因となります。

■ 為替変動リスク
外貨建資産への投資は、円建資産に投資する場合の通常のリスクのほかに、為替変動による影響を受けます。ファンドが保有する外貨建資
産の価格が現地通貨ベースで上昇する場合であっても、当該現地通貨が対円で下落（円⾼）する場合、円ベースでの評価額は下落するこ
とがあります。為替の変動（円⾼）は、ファンドの基準価額が下落する要因となります。
（為替ヘッジ型）および（為替ヘッジ型/1年決算型）においては実質外貨建資産に対し原則として対円での為替ヘッジを⾏うため、為替の
変動による影響は限定的と考えられます（ただし、完全に為替変動リスクを回避することはできません。）。

■ カントリーリスク
海外に投資を⾏う場合には、投資する有価証券の発⾏者に起因するリスクのほか、投資先の国の政治・経済・社会状況の不安定化や混乱
などによって投資した資⾦の回収が困難になることや、その影響により投資する有価証券の価格が⼤きく変動することがあり、基準価額が下落
する要因となります。

■ 市場流動性リスク
ファンドの資⾦流出⼊に伴い、有価証券等を⼤量に売買しなければならない場合、あるいは市場を取り巻く外部環境に急激な変化があり、
市場規模の縮⼩や市場の混乱が⽣じた場合等には、必要な取引ができなかったり、通常よりも不利な価格での取引を余儀なくされることがあ
ります。これらはファンドの基準価額が下落する要因となります。

その他の留意点
● ファンドは、⼤量の解約が発⽣し短期間で解約資⾦を⼿当てする必要が⽣じた場合や主たる取引市場において市場環境が急変した場合等

に、⼀時的に組⼊資産の流動性が低下し、市場実勢から期待できる価格で取引できないリスク、取引量が限られてしまうリスクがあります。
これにより、基準価額にマイナスの影響を及ぼす可能性、換⾦申込みの受付けが中⽌となる可能性、既に受け付けた換⾦申込みが取り消し
となる可能性、換⾦代⾦のお⽀払いが遅延する可能性等があります。
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お申込みメモ
購⼊単位

当初購⼊の場合︓1万円以上1円単位
追加購⼊の場合︓1万円以上1円単位
投資⾃動積⽴の場合︓1万円以上1千円単位
スイッチングの場合︓1円以上1円単位
※当ファンドの保有残⾼がある場合または「投信⾃動積⽴」をすでに申込の場合を「追加購⼊」といいます。

購⼊価額
購⼊申込受付⽇の翌営業⽇の基準価額

購⼊代⾦
三井住友銀⾏の定める期⽇までにお⽀払いください。

換⾦単位
1円以上1円単位

換⾦価額
換⾦申込受付⽇の翌営業⽇の基準価額から信託財産留保額を控除した価額

換⾦代⾦
原則として、換⾦申込受付⽇から起算して5営業⽇⽬からお⽀払いします。

信託期間
（為替ヘッジ型）/（為替ノーヘッジ型）　　　　　　　　　　　　　　　︓2029年5⽉7⽇まで（2009年5⽉29⽇設定）
（為替ヘッジ型/1年決算型）/（為替ノーヘッジ型/1年決算型）︓2029年11⽉5⽇まで（2013年8⽉28⽇設定）

決算⽇
（為替ヘッジ型）/（為替ノーヘッジ型）　　　　　　　　　　　　　　  ︓毎⽉5⽇（休業⽇の場合は翌営業⽇）
（為替ヘッジ型/1年決算型）/（為替ノーヘッジ型/1年決算型）︓毎年11⽉5⽇（休業⽇の場合は翌営業⽇）

収益分配
（為替ヘッジ型）/（為替ノーヘッジ型）　　　　　　　　　　　　　　　︓決算⽇に、分配⽅針に基づき分配を⾏います。
（為替ヘッジ型/1年決算型）/（為替ノーヘッジ型/1年決算型）︓決算⽇に、分配⽅針に基づき分配⾦額を決定します。
ただし、委託会社の判断により分配を⾏わない場合もあるため、将来の分配⾦の⽀払いおよびその⾦額について保証するものではありません。

課税関係
●課税上は株式投資信託として取り扱われます。
●配当控除および益⾦不算⼊制度の適⽤はありません。

お申込不可⽇
以下のいずれかに当たる場合には、購⼊・換⾦のお申込みを受け付けません。
●ニューヨークの取引所の休業⽇
●ニューヨークの銀⾏の休業⽇

スイッチング
（為替ヘッジ型）、（為替ノーヘッジ型）、（為替ヘッジ型/1年決算型）、（為替ノーヘッジ型/1年決算型）の間でスイッチング可能
スイッチングの際にも、ご購⼊いただくファンドの最新の投資信託説明書（交付⽬論⾒書）を必ずご覧ください。
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※最終ページの「当資料のご利⽤にあたっての注意事項」を必ずご覧ください。

委託会社・その他の関係法⼈等
委託会社 ファンドの運⽤の指図等を⾏います。

　三井住友DSアセットマネジメント株式会社　　　⾦融商品取引業者　関東財務局⻑（⾦商）第399号
　加⼊協会　　 ︓　⼀般社団法⼈投資信託協会、⼀般社団法⼈⽇本投資顧問業協会、
　　　　　　　　　　　　⼀般社団法⼈第⼆種⾦融商品取引業協会
　ホームページ　︓　https://www.smd-am.co.jp
　コールセンター ︓　0120－88－2976　［受付時間］午前9時〜午後5時（⼟、⽇、祝・休⽇を除く）

受託会社 ファンドの財産の保管および管理等を⾏います。
　三井住友信託銀⾏株式会社

販売会社 ファンドの募集の取扱い及び解約お申込の受付等を⾏います。
　株式会社三井住友銀⾏

ファンドの費⽤
投資者が直接的に負担する費⽤

〇 購⼊時⼿数料
購⼊時⼿数料（消費税込）は、購⼊代⾦《購⼊⾦額（購⼊価額〔1⼝当たり〕×購⼊⼝数）に購⼊時⼿数料（消費税込）を加算した
額》に応じて、以下の⼿数料率を購⼊⾦額に乗じて得た額となります。
（購⼊代⾦）　　　　　　 　 　　 　　（⼿数料率）
5,000万円未満・・・・・・・・・・・・・・・・・2.20％（税抜き　2.00％）
5,000万円以上1億円未満・・・・・・・・1.10％（税抜き　1.00％）
1億円以上・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・0.55％（税抜き　0.50％）
※ 「分配⾦⾃動再投資型」において、分配⾦の再投資により取得する⼝数については、購⼊時⼿数料はかかりません。

〇 スイッチング⼿数料
ありません。

〇 信託財産留保額
換⾦申込受付⽇の翌営業⽇の基準価額に0.15％を乗じた額です。

投資者が信託財産で間接的に負担する費⽤
○ 運⽤管理費⽤（信託報酬）

ファンドの純資産総額に年1.089％（税抜き0.99％）の率を乗じた額です。
○ その他の費⽤・⼿数料

以下のその他の費⽤・⼿数料について信託財産からご負担いただきます。
● 監査法⼈等に⽀払われるファンドの監査費⽤
● 有価証券の売買時に発⽣する売買委託⼿数料
● 資産を外国で保管する場合の費⽤　　　等
※上記の費⽤等については、運⽤状況等により変動するため、事前に料率、上限額等を⽰すことができません。
※監査費⽤の料率等につきましては請求⽬論⾒書をご参照ください。

※ 上記の⼿数料等の合計額については、保有期間等に応じて異なりますので、表⽰することができません。

税⾦
分配時

所得税及び地⽅税　配当所得として課税　普通分配⾦に対して20.315％
換⾦（解約）及び償還時

所得税及び地⽅税　譲渡所得として課税　換⾦（解約）時及び償還時の差益（譲渡益）に対して20.315％

※ 個⼈投資者の源泉徴収時の税率であり、課税⽅法等により異なる場合があります。法⼈の場合は上記とは異なります。
※ 外国税額控除の適⽤となった場合には、分配時の税⾦が上記と異なる場合があります。
※ 税法が改正された場合等には、税率等が変更される場合があります。税⾦の取扱いの詳細については、税務専⾨家等にご確認されることを

お勧めします。



9

販売⽤資料

9/9
※最終ページの「当資料のご利⽤にあたっての注意事項」を必ずご覧ください。

投資信託に関する留意点
● 投資信託をご購⼊の際は、最新の「投資信託説明書（交付⽬論⾒書）」および⼀体となっている「⽬論⾒書補完書⾯」を必ずご覧くだ
さい。これらは三井住友銀⾏本⽀店等にご⽤意しています。

● 投資信託は、元本保証および利回り保証のいずれもありません。
● 投資信託は預⾦ではありません。
● 投資信託は預⾦保険の対象ではありません。預⾦保険については窓⼝までお問い合わせください。
● 三井住友銀⾏で取り扱う投資信託は、投資者保護基⾦の対象ではありません。
● 三井住友銀⾏は販売会社であり、投資信託の設定・運⽤は運⽤会社が⾏います。

 当資料のご利⽤にあたっての注意事項
● 当資料は、三井住友DSアセットマネジメントが作成した資料であり、⾦融商品取引法に基づく開⽰書類ではありません。
● 当資料の内容は作成基準⽇現在のものであり、将来予告なく変更されることがあります。また、将来に関し述べられた運⽤⽅針・市場⾒通し

も変更されることがあります。当資料は三井住友DSアセットマネジメントが信頼性が⾼いと判断した情報等に基づき作成しておりますが、その正
確性・完全性を保証するものではありません。

● 当資料にインデックス･統計資料等が記載される場合、それらの知的所有権その他の⼀切の権利は、その発⾏者および許諾者に帰属します。
● 投資信託は、値動きのある証券（外国証券には為替変動リスクもあります。）に投資しますので、リスクを含む商品であり、運⽤実績は市場

環境等により変動します。したがって元本や利回りが保証されているものではありません。
● 投資信託は、預貯⾦や保険契約と異なり、預⾦保険・貯⾦保険・保険契約者保護機構の保護の対象ではありません。また登録⾦融機関

でご購⼊の場合、投資者保護基⾦の⽀払対象とはなりません。
● 当ファンドの取得のお申込みにあたっては、販売会社よりお渡しする最新の投資信託説明書（交付⽬論⾒書）および契約締結前交付書⾯

等の内容をご確認の上、ご⾃⾝でご判断ください。投資信託説明書（交付⽬論⾒書）、契約締結前交付書⾯等は販売会社にご請求くだ
さい。また、当資料に投資信託説明書（交付⽬論⾒書）と異なる内容が存在した場合は、最新の投資信託説明書（交付⽬論⾒書）が
優先します。

作成基準⽇︓2022年5⽉6⽇
設定・運⽤投資信託説明書（交付⽬論⾒書）のご請求・お申込


